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議案第７８号 

 

   平成３０年度東広島市下水道事業会計補正予算（第５号） 

 

 （総則） 

第１条 平成３０年度東広島市下水道事業会計補正予算（第５号）は、次に定める

ところによる。 

 

（業務の予定量の補正） 

第２条 平成３０年度東広島市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２

条に定めた業務の予定量を次のように改める。 

項    目 補 正 前 補 正 後 

(1) 処 理 開 始 面 積 2,286ha 2,302ha 

(2) 年 間 総 処 理 水 量 16,243,685ｍ3 15,620,841ｍ3 

(3) 一 日 平 均 処 理 水 量 44,503ｍ3 42,797ｍ3 

(4) 主要な建設改良事業   

(ｱ) 管 渠 建 設 事 業 2,740,871千円 2,045,238千円 

(ｲ) ポ ン プ 場 建 設 事 業 116,652千円 51,971千円 

(ｳ) 処 理 場 建 設 事 業 894,146千円 864,109千円 

 

 （収益的収入及び支出の補正） 

第３条 予算第３条後段中「17,000千円」を「12,500千円」に改め、同条に定めた

収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

収     入 

科    目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 下水道事業収益 5,029,228千円 18,073千円 5,047,301千円 

第１項 営 業 収 益 3,215,751千円 △34,060千円 3,181,691千円 

第２項 営 業 外 収 益 1,758,114千円 △3,977千円 1,754,137千円 

第３項 特 別 利 益 55,363千円 56,110千円 111,473千円 
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支     出 

科    目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 下水道事業費用 4,755,738千円 54,444千円 4,810,182千円 

第１項 営 業 費 用 4,134,171千円 △7,437千円 4,126,734千円 

第２項 営 業 外 費 用 534,552千円 61,881千円 596,433千円 

 

（資本的収入及び支出の補正） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

 1,659,586千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額121,658千

円、過年度分損益勘定留保資金274,310千円及び当年度分損益勘定留保資金

1,263,618千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額1,610,465千

円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額63,741千円、過年度分損

益勘定留保資金311,635千円及び当年度分損益勘定留保資金1,235,089千円」に改

め、同条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

収     入 

科    目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 資 本 的 収 入 3,808,431千円 △777,027千円 3,031,404千円 

第１項 企 業 債 2,270,800千円 △508,500千円 1,762,300千円 

第２項 補 助 金 1,169,040千円 △251,381千円 917,659千円 

第３項 出 資 金 177,017千円 △29,703千円 147,314千円 

第４項 負 担 金 186,080千円 13,140千円 199,220千円 

第５項 長期貸付金償還金 5,494千円 △583千円 4,911千円 

支     出 

科    目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 資 本 的 支 出 5,468,017千円 △826,148千円 4,641,869千円 

第１項 建 設 改 良 費 3,821,308千円 △826,148千円 2,995,160千円 

 

（債務負担行為の補正） 

第５条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度

額を次のとおり補正する。 
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  変 更 

 事    項 
補 正 前 補 正 後 

期 間 限度額 期 間 限度額 

下水道受益者負担金システム

保守管理業務委託 

平成30年度 

～  
平成31年度 

540千円 
平成30年度 

～  
平成31年度 

654千円 

 

（企業債の補正） 

第６条 予算第６条に定めた起債の限度額を次のとおり改める。 

起債の目的 補 正 前 補 正 後 

下水道事業 

（建設改良） 
2,213,900千円 1,758,600千円 

災害復旧事業   73,900千円   16,200千円 

 

（一般会計からの補助金及び出資金の補正） 

第７条 予算第１０条中「138,285千円」を「213,630千円」に、「207,481千円」

を「147,314千円」に改める。 

   

 

平成３１年２月１４日提出 

 

                 東広島市長  髙  垣    德 

 

 

- 3 -



 

- 4 -



東広島市下水道事業会計補正予算に関する説明書

平 成 ３０ 年 度



（収　入）   （単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

1
下 水 道
事業収益

5,029,228 18,073 5,047,301

1 営業収益 3,215,751 △ 34,060 3,181,691

1
下 水 道
使 用 料

3,013,911 △ 33,134 2,980,777

1
他 会 計
負 担 金

559,333 7,866 567,199

2
他 会 計
補 助 金

138,285 △ 5,209 133,076

5
国 庫
補 助 金

25,000 △ 25,000 0

1
その他特
別 利 益

55,363 56,110 111,473

2
営 業 外
収 益

1,027,911
長期前受
金 戻 入

１　実施計画

款 項 目 備  　　考

収益的収入及び支出

3

2
雨水処理
負 担 金

200,376

1,754,137

1,046,277

△ 926

△ 3,977

18,366

3 特別利益 55,363 56,110 111,473

201,302

1,758,114
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（支　出）   （単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

1
下 水 道
事業費用

4,755,738 54,444 4,810,182

1 営業費用 4,134,171 △ 7,437 4,126,734

2
営 業 外
費 用

534,552 61,881 596,433

1

支払利息
及 び
企 業 債
取扱諸費

528,932 260 529,192

2 雑 支 出 5,620 1,229 6,849

3
消 費 税
及び地方
消 費 税

0 60,392 60,392

3

管 渠 費1

8
産業団地
汚水処理
施 設 費

9
減 価
償 却 費

2,420,115

款 項 目

35,656

処理場費 1,055,421

備  　　考

68,473 62,973

1,041,425

28,916

2,438,914

△ 13,996

△ 6,740

18,799

△ 5,500
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（収　入）   （単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

1
資 本 的
収 入

3,808,431 △ 777,027 3,031,404

1 企 業 債 2,270,800 △ 508,500 1,762,300

2 補 助 金 1,169,040 △ 251,381 917,659

3 出 資 金 177,017 △ 29,703 147,314

4 負 担 金 186,080 13,140 199,220

5
長期貸付
金償還金

5,494 △ 583 4,911

3
区域外流
入分担金

27,500

5,4941

175,570

1,300

21,600

0

4,911

△ 5,900

△ 9,760

△ 583

款 項

146,970

備  　　考

1,169,040

2,270,800

177,017

長期貸付
金償還金

目

1

5

1
一般会計
出 資 金

工 事
負 担 金

9,760

1,100

1

2
受 益 者
分 担 金

受 益 者
負 担 金

1
国 庫
補 助 金

建 設
企 業 債

1,762,300

917,659

147,314

資本的収入及び支出

28,600

200

△ 508,500

△ 251,381

△ 29,703
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（支　出）   （単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

1
資 本 的
支 出

5,468,017 △ 826,148 4,641,869

1
建 設
改 良 費

3,821,308 △ 826,148 2,995,160

2

処理場建
設事業費

4

ポンプ場
建 設
事 業 費

3

流域下水
道整備費

45,797

116,652

2,045,238

51,971

864,109

10,000

目

1
管渠建設
事 業 費

2,740,871

備  　　考

894,146

款 項

△ 695,633

△ 64,681

△ 30,037

△ 35,797
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

その他引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息

有形固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

水洗便所改造資金の貸付による支出

水洗便所改造資金貸付金の回収による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他の企業債による収入

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額

　　資金期首残高

　　資金期末残高

△ 19,150

△ 12,000

1,124,625

4,911

△ 2,739,743

2,438,914

145

7,492

250

△ 1,052,176

529,192

△ 15,594

△ 513,620

　２　予定キャッシュ・フロー計算書

　　　（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

173,378

1,158,774

1,608,182

△ 449,408

40,201

848,351

73,665

806,578

△ 1,641,357

524,356

2,072,900

△ 1,634,709

41,773

12,500
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３　債務負担行為に関する調書

平成30年度

～

計

654

平成31年度

114

平成31年度

平成30年度

～

下水道受益者
負担金システ
ム保守管理業
務委託

540

114

654

事　　項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

期 間 金 額

540

114

654

補正前の額 平成30年度

540 ～

平成31年度

補正額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左 の 財 源 内 訳

（単位　千円）

期 間 金 額 国庫補助金 企業債 その他

- 11 -



（単位　千円）

１

(1)

イ 2,050,682

ロ 2,087,959

△ 336,107 1,751,852

ハ 64,534,229

△ 5,056,886 59,477,343

ニ 5,897,918

△ 2,019,952 3,877,966

ホ 1,317

△ 1,252 65

ヘ 14,062

△ 6,167 7,895

ト 2,259,221

69,425,024

(2)

イ 615,053

ロ 13,226

628,279

(3)

イ 103

ロ 14,017

14,120

70,067,423

２

(1) 848,351

(2) 951,191

△ 2,082 949,109

(3) 29

(4)

イ 700

700

1,798,189

71,865,612資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

保 管 有 価 証 券

そ の 他 流 動 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

長 期 貸 付 金

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

土 地

４　予定貸借対照表（当年度）

    （平成31年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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３

(1)

イ

27,225,564

ロ 12,500

27,238,064

(2)

イ 361,522

361,522

27,599,586

４

(1)

イ

1,690,631

1,690,631

(2) 948,401

(3) 18

(4)

イ 14,093

ロ 2,701

16,794

(5) 21,421

2,677,265

５

30,947,373

△ 3,177,408

27,769,965

58,046,816

６ 13,476,084

７

(1)

イ 53,057

ロ 530,865

ハ 5,664

589,586

(2)

イ 246,874

△ 246,874

342,712

13,818,796

71,865,612

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

補 助 金

負 担 金

資　　　本　　　の　　　部

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

前 受 金

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債
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５ 注記（当年度） 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

  ・減価償却の方法 

    定額法 

  ・主な耐用年数 

    建物          8～50 年 

    構築物         10～50 年 

     うち管渠施設     50 年 

    機械及び装置      6～20 年 

    車両運搬具       4～5 年 

    工具、器具及び備品   4～15 年 

 ロ 無形固定資産 

  ・減価償却の方法 

    定額法 

  ・主な耐用年数 

    施設利用権       50 年 

    ソフトウェア      5 年 

 

(2) 引当金の計上方法 

 イ 退職給付引当金 

   当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、市町総合事務組合にお

ける積立金相当額を控除した金額を計上している。 

 ロ 賞与引当金 

   職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属する額を計上している。 

 ハ 法定福利費引当金 

   職員の期末手当・勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払いに備えるた

め、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支払見込額のうち当年度の負
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担に属する額を計上している。 

 ニ 貸倒引当金 

   債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計

上している。 

 

(3) 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表等に関する注記 

 

 (1) 企業債の償還に係る一般会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して 1 年以内に

償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、639,320

千円である。 

 

 (2) 引当金の取崩し 

  イ 賞与引当金の取崩し 

    平成 30 年度において、期末手当及び勤勉手当として 20,875 千円を支給すること

となるため、賞与引当金を 13,857 千円取り崩す。 

  ロ 法定福利費引当金の取崩し 

    平成 30 年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 3,967 千

円を支払うこととなるため、法定福利費引当金を 2,606 千円取り崩す。 

  ハ 貸倒引当金の取崩し 

    平成 30 年度において、不納欠損見込額として 524 千円を取り崩す。 

 

３ セグメント情報に関する注記 

 

 (1) 報告セグメントの概要 

   東広島市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業

集落排水事業及び産業団地汚水処理施設事業の 4 つを報告セグメントとしている。 

   各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 
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事業区分 事業の内容 

公 共 下 水 道 事 業 公共下水道事業における処理区域で汚水・雨水を処理する業務 

特 定 環 境 保 全 

公 共 下 水 道 事 業 

特定環境保全公共下水道事業における処理区域で汚水を処理 

する業務 

農業集落排水事業 農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する業務 

産 業 団 地 汚 水 

処 理 施 設 事 業 
上記以外の処理区域で汚水を処理する業務 

 

 (2) 報告セグメントごとの営業収益等 

   平成 30 年度（自 平成 30 年 4 月 1 日  至 平成 31 年 3 月 31 日） 

（単位 千円） 

 
公共下水道 

事 業 

特 定 環 境 

保 全 公 共 

下水道事業 

農 業 集 落 

排 水 事 業 

産 業 団 地 

汚 水 処 理 

施 設 事 業 

合 計 

営業収益 

営業費用 

2,866,378 

3,567,570 

30,558 

208,563 

46,948 

201,639 

17,016 

45,960 

2,960,900 

4,023,732 

営業損益 

経常損益 

△701,192 

132,759 

△178,005 

0 

△154,691 

0 

△28,944 

6,367 

△1,062,832 

139,126 

セグメント資産 

セグメント負債 

65,785,483 

53,486,064 

2,879,605 

1,881,220 

2,763,290 

2,289,175 

437,234 

390,357 

71,865,612 

58,046,816 

その他の項目 

 雨水処理負担金 

 他会計負担金 

 他会計補助金 

 減価償却費 

 支払利息及び 

企業債取扱諸費 

 

200,376 

424,674 

0 

2,205,684 

495,176 

 

 

0 

72,040 

71,666 

106,022 

13,669 

 

 

0 

70,485 

44,871 

108,457 

20,347 

 

 

0 

0 

16,539 

18,751 

0 

 

 

200,376 

567,199 

133,076 

2,438,914 

529,192 
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平 成 ３０ 年 度

東広島市下水道事業会計補正予算説明資料



(1)  収益的収入及び支出

（収　入）

3 特 別 利 益 55,363 56,110 111,473

1 その他特別利益 55,363 56,110 111,473

5 国 庫 補 助 金 25,000 △ 25,000 0

3 長期前受金戻入 1,027,911 18,366 1,046,277

下水道事業収益

款　　項　　目

1

1

2

1

営 業 外 収 益 1,758,114 △ 3,977

下 水 道 使 用 料

△ 34,060

△ 33,134

営 業 収 益

3,013,911

3,215,751

他 会 計 負 担 金

雨水処理負担金 201,302

他 会 計 補 助 金 138,285 △ 5,209 133,076

予算事項別明細書

5,029,228 18,073

1

△ 9262

567,199

2

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

5,047,301

3,181,691

2,980,777

200,376

1,754,137

559,333 7,866
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公共下水道

特定環境保全公共下水道

農業集落排水処理施設

産業団地汚水処理施設

雨水処理に要する経費に対する一般会計負担金

高資本費対策に要する経費

特定環境保全公共下水道

農業集落排水

分流式下水道等に要する経費

公共下水道

特定環境保全公共下水道

農業集落排水

地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費

公共下水道

特定環境保全公共下水道

営業助成に対する一般会計補助金

特定環境保全公共下水道

農業集落排水

産業団地汚水処理施設

受贈財産評価額

官民連携社会資本整備等推進費補助金

災害復旧経費に対する一般会計補助金そ の 他 特 別 利 益 56,110 46,913

国 庫 補 助 金 △ 25,000

長 期 前 受 金 戻 入 18,366

（単位　千円）

(△1,735)

(△4,090)

説　　　　　　　　　　明

△ 28,400

(1,356)

△ 2,107

△ 926

(△1,356)

金　　額区　　　　分

一 般 会 計 負 担 金

雨 水 処 理 負 担 金

一 般 会 計 補 助 金

節

△ 33,134下 水 道 使 用 料

△ 800

1,060

△ 4,994

7,866

△ 5,209

(△751)

10,182

(8,075)

(751)

△ 209

(△108)

(△101)

△ 5,209

(616)

- 19 -



（収　入）

款　　項　　目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計
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災害復旧費国庫補助金

災害復旧支援に係る職員給与費に対する一般会計補助金

6,020

3,177

金　　額
説　　　　　　　　　　明

（単位　千円）

節

区　　　　分
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（支　出）

雑 支 出

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

3 0 60,392 60,392

5,620 1,229 6,8492

9 減 価 償 却 費 2,438,9142,420,115 18,799

2 営 業 外 費 用 534,552 61,881

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

528,932 260

596,433

529,192

1

款　　項　　目

下水道事業費用 4,755,738 54,444 4,810,182

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額

1 営 業 費 用

計

4,134,171 △ 7,437 4,126,734

1,041,425

1 管 渠 費 68,473 △ 5,500 62,973

3 処 理 場 費 1,055,421 △ 13,996

8
産 業 団 地 汚 水
処 理 施 設 費

35,656 △ 6,740 28,916
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台帳作成業務等

調査業務（不明水調査）

設備保守業務

施設運転管理業務

検査試験業務

汚泥処分業務

処理残渣収集運搬

設備保守業務

施設運転管理業務

構築物

機械及び装置

工具、器具及び備品

長期借入金利息

受益者負担金等前納報奨金

消費税及び地方消費税

1,229

60,392
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

そ の 他 雑 支 出

1,719

16,647

433

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

企 業 債 利 息

18,799

260

△ 1,300

△ 740

△ 5,500

（単位　千円）

説　　　　　　　　　　明
節

金　　額区　　　　分

委 託 料

△ 4,700

△ 2,040委 託 料

手 数 料

委 託 料 △ 13,996

△ 594

△ 1,600

△ 11,500

△ 3,000

△ 2,500

△ 302
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(2)  資本的収入及び支出

（収　入）

4 負 担 金

1 受 益 者 負 担 金

177,017

186,080 13,140

1 一般会計出資金

146,970 28,600

147,314

199,220

175,570

5 長期貸付金償還金 5,494 △ 583

1 長期貸付金償還金 5,494

9,7605 工 事 負 担 金

4,911

△ 9,760

△ 583

2

3

受 益 者 分 担 金

区域外流入分担金

1,100

27,500

4,911

200

△ 5,900

款　　項　　目

1

資 本 的 収 入 3,808,431

企 業 債 2,270,800

1

1 建 設 企 業 債 1,762,300

既 決 予 定 額

3 出 資 金 177,017

1,169,0401 国 庫 補 助 金

2 補 助 金 1,169,040

補 正 予 定 額 計

3,031,404

1,762,300

917,659

917,659

147,314

△ 777,027

1,300

21,600

0

2,270,800

△ 508,500

△ 508,500

△ 251,381

△ 251,381

△ 29,703

△ 29,703
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公共下水道

特定環境保全公共下水道

農業集落排水

公共下水道

特定環境保全公共下水道

農業集落排水

社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金

公共下水道

特定環境保全公共下水道

災害復旧費国庫補助金

公共下水道

農業集落排水

下水道建設事業に対する一般会計出資金

公共下水道

特定環境保全公共下水道

農業集落排水

産業団地汚水処理施設

受益者負担金

受益者分担金

区域外流入分担金

工事負担金

水洗便所改造資金貸付金償還金

受 益 者 負 担 金 28,600

一 般 会 計 出 資 金 △ 29,703

工 事 負 担 金 △ 9,760

一般貸付金償還金 △ 583

受 益 者 分 担 金 200

区域外流入分担金 △ 5,900

(△376)

(△21,200)

(△5,127)

(△3,000)

△ 29,703

（単位　千円）

説　　　　　　　　　　明
金　　額

節

下 水 道 事 業 債 △ 455,300 △ 421,100

△ 47,000

区　　　　分

(△3,485)

△ 53,200

国 庫 補 助 金 △ 251,381

災 害 復 旧 事 業 債

△ 24,400

△ 9,800

△ 700

△ 5,500

(△12,466)

△ 15,951

(△191,331)

(△44,099)

△ 235,430
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（支　出）

51,971

1 資 本 的 支 出 5,468,017

3,821,3081 建 設 改 良 費

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額

△ 826,148

△ 826,148

計

4,641,869

2,995,160

3 処理場建設事業費 894,146

款　　項　　目

△ 30,037

2 ポンプ場建設事業費 116,652 △ 64,681

864,109

△ 695,6331 管渠建設事業費 2,740,871 2,045,238
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ストックマネジメント計画策定事前調査業務

下水道総合地震対策管渠等基礎調査及び実施計画

汚水管渠実施設計業務

雨水管渠実施設計業務

下水道工事事前調査業務

汚水管渠建設工事積算資料策定業務等

農業集落排水処理施設機能診断及び最適整備構想策定

広島市派遣職員給与費

汚水管渠建設等

雨水管渠建設

汚水管渠建設工事

汚水管渠復旧工事

ストックマネジメント計画策定事前調査業務

マンホールポンプ設備工事

マンホールポンプ等設備取替工事

雨水ポンプ場通報装置取替工事

ストックマネジメント計画策定事前調査業務

農業集落排水処理施設機能診断及び最適整備構想策定

板城農業集落排水処理施設設備復旧工事

△ 13,200

△ 111,651

△ 1,696

△ 52,930

△ 800

工 事 負 担 金 △ 61,000 △ 56,000

△ 5,000

△ 12,632

△ 11,897

△ 1,307

△ 49,391

△ 9,440

△ 740

△ 10,590

委 託 料 △ 5,110

△ 2,980

工 事 請 負 費 △ 59,571

工 事 請 負 費 △ 522,182 △ 469,252

負 担 金

△ 3,154

△ 30,000

△ 2,432

△ 48,537

（単位　千円）

説　　　　　　　　　　明
区　　　　分

節

金　　額

△ 18,140工 事 請 負 費

委 託 料

委 託 料

- 27 -



（支　出）

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計款　　項　　目

△ 35,7974 流域下水道整備費 45,797 10,000
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（単位　千円）

説　　　　　　　　　　明
区　　　　分

節

金　　額

処理場設備取替工事

沼田川流域下水道建設負担金

沼田川流域下水道災害復旧負担金

△ 23,297

△ 12,500

△ 15,160

△ 35,797負 担 金

- 29 -



 


